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R7.5.28 令和７年度 北陸ブロック発注者協議会
地域独自指標（追加）を提案

R7.8 北陸ブロック発注者協議会（県部会）
R7.10 北陸ブロック発注者協議会（WG）

取り組み内容や調査項目、指標項目について議論

R８.6.4 令和８年度 協議会
地域独自指標（追加） 指標項目承認・取組開始・公表

R9.2 頃 令和８年度 幹事会
ヒートマップ化して取り組み状況を確認

R8.2.18 令和７年度 幹事会
地域独自指標（追加） を確認

R7.２.１７ 令和６年度 幹事会
新たな地域独自指標を確認

R7.8 北陸ブロック発注者協議会（県部会）
R7.10 北陸ブロック発注者協議会（WG）

取り組み内容や調査項目を周知

R8.1 新たな地域独自指標 決定・公表
（指標項目、基準値、目標値等）

R7.5.28 令和７年度 北陸ブロック発注者協議会
新たな地域独自指標 指標項目承認・取組開始

R８.6.4 令和８年度 協議会
新たな地域独自指標 Ｒ７取り組み状況確認

北陸ブロック発注者協議会地域独自指標のスケジュール（案）
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地域独自指標（R7～R11）

週休２日工事・スライド変更
地域独自指標（追加）（R８～R11）

ダンピング対策

調査開始



R７からの調査内容と新たな地域独自指標（追加）

区分 指標項目 指標内容

全
国
統
一
指
標

工
事

ダンピング対策の
設定状況

（県・政令市・市町村）

「低入札調査基準価格」または
「最低制限価格」の設定割合

（実施率＝設定件数/発注工事件数）

地
域
独
自
指
標

工
事

ダンピング対策の
取組状況

（国等・県・政令市・市町村）

導
入
状
況

「低入札価格調査制度」の導入状況

「最低制限価格制度」の導入状況

設
定
割
合
（
件
数
調
査
）

「低入札価格調査制度」の設定割合

「最低制限価格制度」の設定割合

制度上対象外

【令和８年度から追加】新たな地域独自指標の指標項目について（ダンピング対策）

ダンピング対策の更なる推進のため、「制度の導入状況」「設定割合」を新たな「地域独自指標」
に令和８年度から追加（全国統一指標の調査は継続）。
 現在の独自アンケート調査項目に設定割合（件数調査）の項目を追加。
 導入状況の調査項目（制度導入の有無、適用モデル）は継続。
 調査は「低入札価格調査制度」と「最低制限価格制度」を分けて実施。

 現在、「低入札価格調査制度」または「最低制限価格制度」について、全国統一指標では、「設
定割合」、独自アンケート調査では、「設定の取り組み状況」を調査

新たな地域独自指標（追加）（令和７年度北陸ブロック発注者協議会にて提案）

ダンピング対策の取り組み状況調査

現在（R６まで）の調査内容

区分 指標項目 指標内容

全
国
統
一
指
標

工
事

ダンピング対策の
設定状況

（県・政令市・市町村）

「低入札調査基準価格」または
「最低制限価格」の設定割合

（実施率＝設定件数/発注工事件数）

独
自
ア
ン
ケ
ー
ト

工
事

ダンピング対策の
取組状況

（国等・県・政令市・市町村）

「低入札価格調査制度」または
「最低制限価格制度」設定の取組状況

（制度導入の有無、適用モデル）
新 規

新 規

新 規

継 続

継 続

2

継 続

R8～



現在の調査内容（独自アンケート）からの変更点
 「低入札価格調査制度」と「最低制限価格制度」を分けて調査（調査項目は継続）
 設定割合（件数調査）を追加 （※ 全国統一指標では、「低入札価格調査制度」と「最低制限価格制度」を合せて調査）

区分 指標項目 指標分類

全国
統一
指標

工
事

ダンピング対策の設定状況
（「低入札調査基準価格」または「最低制限価格」の設定割合）

実施率（件数） ＝
低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定した入札件数

/ 年度の発注工事件数

ａ ： 実施率0.9以上
ｂ ： 実施率0.8～0.9
ｃ ： 実施率0.7～0.8
ｄ ： 実施率0.7未満
e ： 未導入、未集計

独自
アン

ケート

地域
独自
指標

（R8～）

工
事

ダンピング対策の
取り組み状況

導入状況

低入札価格調査制度

ａ：最新のモデルを適用
ｂ：最新のモデルに準じる独自モデルを適用
ｃ：最新以前のモデル、又は、それに準じた独自モデルを適用
ｄ：その他（ａ、ｂ、ｃ以外）のモデルを適用
ｅ：制度を未導入（検討中を含む）

最低制限価格制度

ａ：最新のモデルを適用
ｂ：最新のモデルに準じる独自モデルを適用
ｃ：最新以前のモデル、又は、それに準じた独自モデルを適用
ｄ：その他（ａ、ｂ、ｃ以外）のモデルを適用
ｅ：制度を未導入（検討中を含む）

設定割合
（件数調査）

低入札価格調査制度

①低入札価格調査制度 対象件数
②低入札価格調査基準を設定した件数
③低入札価格調査を行った件数
④低入札価格調査を行い失格者が生じた件数

最低制限価格制度
①最低制限価格制度 対象件数
②最低制限価格を設定した件数

制度上対象外 ①金額等により、制度上対象外の件数

北陸ブロック発注者協議会【令和８年度から追加】地域独自指標の項目と算出方法及び指標分類 （案）

3

新規

継続

継続
「低入札調査基準価格と

「最低制限価格」を分けて調査

継続

新規

新規

変更なし

新規追加



どちらの制度も未導入

（ダンピング対策なし）

「低入札価格調査制度」
「最低制限価格制度」の

どちらか、または両方の制度を導入

（ダンピング対策あり）

導入状況 ： ａ,b,c,ｄ

北陸ブロック発注者協議会ダンピング対策の導入状況調査

導入状況 ： ｅ

ａ：最新のモデルを適用
ｂ：最新のモデルに準じる独自モデルを適用
ｃ：最新以前のモデル、又は、それに準じた独自モデルを適用
ｄ：その他（ａ、ｂ、ｃ以外）のモデルを適用
ｅ：制度を未導入（検討中を含む）

低入札価格調査制度 導入状況

ａ：最新のモデルを適用
ｂ：最新のモデルに準じる独自モデルを適用
ｃ：最新以前のモデル、又は、それに準じた独自モデルを適用
ｄ：その他（ａ、ｂ、ｃ以外）のモデルを適用
ｅ：制度を未導入（検討中を含む）

最低制限価格制度 導入状況

件
数
調
査

 「低入札価格調査制度」「最低制限価格制度」のそれぞれの導入状況を調査。
 どちらか、または両方の制度を導入している場合は「件数調査」へ移行。

4



最低制限価格
対象件数

低入札価格調査
対象件数

制度上対象外

低入札調査基準
を設定

低入札調査基準
を未設定

低入札価格調査
の実施

失格者
あり

適正価格での
契約

失格者
なし

最低制限価格
を設定

最低制限価格
を未設定

①対象件数 ④失格者が生じた件数③低入札価格調査を行った件数②設定した件数

①対象外の件数 赤字：件数調査項目

「低入札価格調査」
「最低制限価格」の

どちらか、または両方の
制度を導入

（ダンピング対策あり）

導入状況：ａ,b,c,d

北陸ブロック発注者協議会ダンピング対策の取り組み状況調査 件数調査フロー

導入状況：ｅ

低入札価格調査・最低制限価格 導入状況
ａ：最新のモデルを適用
ｂ：最新のモデルに準じる独自モデルを適用
ｃ：最新以前のモデル、又は、それに準じた

独自モデルを適用
ｄ：その他（ａ、ｂ、ｃ以外）のモデルを適用
ｅ：制度を未導入（検討中を含む）

調査基準価格
未満

調査基準価格
以上

ダンピング対策制度導入の有無 発注段階（制度の設定） 入札・開札段階

失 格
（排 除）

適正価格での
契約

最低制限価格
未満

最低制限価格
以上

低入札価格調査

①対象件数 ②設定した件数

指標項目 件数調査項目

ダンピング対策の
取り組み状況

設定割合
（件数調査）

低入札価格調査

① 低入札価格調査制度 対象件数
② 低入札価格調査基準を設定した件数
③ 低入札価格調査を行った件数
④ 低入札価格調査を行い失格者が生じた件数

最低制限価格
① 最低制限価格制度 対象件数
② 最低制限価格を設定した件数

制度上対象外 ① 金額等により、制度上対象外の件数 5

ダンピング対策
導入状況

どちらの制度も
未導入

（ダンピング対策なし）

設定割合（件数調査）導入状況

R9以降、公表のあり方等を検討R８より地域独自指標として取り組みを開始



ダンピング対策の導入状況 調査内容及び評価基準
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ダンピング対策の導入状況

実施率 （機関） ＝

実施機関数
（「低入札価格調査」「最低制限価格」のどちらかの制度を導入）

全機関数

新 規

【低入札価格調査・最低制限価格 導入状況調査項目】
ａ：最新のモデルを適用
ｂ：最新のモデルに準じる独自モデルを適用
ｃ：最新以前のモデル、又は、それに準じた独自モデルを適用
ｄ：その他（ａ、ｂ、ｃ以外）のモデルを適用
ｅ：制度を未導入（検討中を含む）

※ 「低入札価格調査」「最低制限価格」のそれぞれで調査
※ どちらかの制度を導入している機関数の割合
※ 数値は、「a」、「b」、「c」、「d」の割合

※ 地域ブロック単位・県域単位でとりまとめ
国等・県・政令市・市町村の発注工事に対する低入札価格調査基準又は最低制限価格の実施率（機関）

調査内容は継続



ダンピング対策の設定割合 調査内容及び評価基準
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ダンピング対策の設定割合

設定割合 ＝
低入札価格調査基準を設定した件数

低入札価格調査対象件数

新 規

※ 地域ブロック単位・県域単位でとりまとめ
国等・県・政令市・市町村の発注工事に対する低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合

① 低入札価格調査制度の設定割合

② 最低制限価格制度の設定割合

設定割合 ＝
最低制限価格を設定した件数

最低制限価格対象件数

※ 「低入札価格調査」「最低制限価格」のそれぞれで調査。
※ 金額等により、制度上対象外の件数は、除く。



区
分

指標項目（案）
調査対象

機関
○：対象-：対象外

定義（算出方法） 指標分類・調査項目
目標値（Ｒ１１）

上段：地域ブロック単位※1

下段：県域単位※2

工
事

【新規（Ｒ８～）】
ダンピング対策の
取り組み状況

○：国等
○：都道府県
○：政令市
○：市区町村

導
入
状
況

低
入
札
価
格
調
査

ダンピング対策の実施率（機関） ＝
実施機関数 / 全機関数

※ 低入札価格調査制度の設定状況
※ 「低入札価格調査」「最低制限価格」のそれぞれで調査
※ どちらかの制度を導入している機関数の割合
※ 数値は、「a」、「b」、「c」、「d」の割合

（指標分類）
ａ：最新のモデルを適用
ｂ：最新のモデルに準じる独自モデルを適用
ｃ：最新以前のモデル、又は、それに準じた独自モデルを適用
ｄ：その他（ａ、ｂ、ｃ以外）のモデルを適用
ｅ：制度を未導入（検討中を含む）

北陸ブロック：1.00
新潟県域：1.00
富山県域：1.00
石川県域：1.00

※ 「低入札調査基準」「最低制限
価格」のどちらかの制度を導
入している機関数の割合

最
低
制
限
価
格

ダンピング対策の実施率（機関） ＝
実施機関数 / 全機関数

※ 最低制限価格制度の設定状況
※ 「低入札価格調査」「最低制限価格」のそれぞれで調査
※ どちらかの制度を導入している機関数の割合
※ 数値は、「a」、「b」、「c」、「d」の割合

（指標分類）
ａ：最新のモデルを適用
ｂ：最新のモデルに準じる独自モデルを適用
ｃ：最新以前のモデル、又は、それに準じた独自モデルを適用
ｄ：その他（ａ、ｂ、ｃ以外）のモデルを適用
ｅ：制度を未導入（検討中を含む）

設
定
割
合
（件
数
調
査
）

低
入
札
価
格
調
査

ダンピング対策の実施状況 ＝
②設定件数 / ①対象件数

（指標分類）【件数】
ａ ： 実施率 0.9以上
ｂ ： 実施率 0.8～0.9
ｃ ： 実施率 0.7～0.8
ｄ ： 実施率 0.7未満
e ： 制度を未設定

（調査項目）
①低入札価格調査制度 対象件数
②低入札価格調査基準を設定した件数
③低入札価格調査を行った件数
④低入札価格調査を行い失格者が生じた件数

北陸ブロック：1.00
新潟県域：1.00
富山県域：1.00
石川県域：1.00

最
低
制
限
価
格

ダンピング対策の実施状況 ＝
②設定件数 / ①対象件数

（指標分類）【件数】
ａ ： 実施率 0.9以上
ｂ ： 実施率 0.8～0.9
ｃ ： 実施率 0.7～0.8
ｄ ： 実施率 0.7未満
e ： 制度を未設定

（調査項目）
①最低制限価格制度 対象件数
②最低制限価格を設定した件数

北陸ブロック：1.00
新潟県域：1.00
富山県域：1.00
石川県域：1.00

制度上対象外 （指標分類） なし
（調査項目）

① 金額等により、制度上対象外の件数
-

北陸ブロック発注者協議会地域独自指標（追加）の目標値（Ｒ１１）の算出方法と指標分類 （案）

8※1 北陸ブロック発注者協議会アンケート：「発注関係事務の運用に関する指針」に基づく取り組み内容調査（各機関の実績と目標を年度末に調査）

制度の導入

地域独自指標（追加）（R８～R11） ダンピング対策

対策の実施

どちらかの制度を導入
している機関数の割合



【参考】低入札価格調査基準の計算式の改定（工事）
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